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【議事要旨】 

１．論点１．大規模・長期・戦略的な支援  

（論点１－１．20兆円達成に向けた目標） 

⚫ 2033年海外売上 20兆円達成に向けて、ゲーム産業では 12兆円が期待されている。た

だし、ゲーム産業単独の IPで 12兆円を目指すのは容易ではなく、漫画やアニメ、映画

等と連携した多分野の IPを活用したゲームの展開などで全体を底上げし、コンテンツ

産業全体で達成を目指す必要がある。 

（論点１－２．リソースの重点配分の戦略） 

⚫ eスポーツは国際大会配信を通じて日本発 IPの認知・ブランド価値をグローバルで拡

大する有効な手段であると認識。その実現には、国による具体的な制度、環境整備や費

用面での支援等と、民間企業の事業推進による官民連携が必要であると考えている。 

⚫ 北米市場で成功したモバイルゲームはグローバルでも成功しやすい。海外向けでは、大

人数×低価格のプレイ体験へ最適化するため、小規模の投資でユーザーテストを繰り返

すソフトローンチという手法が標準になっている。このような小規模投資に活用でき、

グローバル市場への挑戦回数を増やしていけるような支援の設計が重要である。 

⚫ 勝てるコンテンツに大きく投資をするという大方針には賛成。まずは強力な IPによっ

て海外進出の道筋を作り、そこを中小コンテンツが辿っていけるような構造になるとよ

いと考える。 

（論点１－３.支援を実行する体制） 

⚫ 海外の展示会や万博といった機会を捉え、日本の強力な IPを中心に「オールジャパ

ン」として大規模な出展を行うべきである。 

⚫ 韓国が eスポーツチームの海外遠征費用などに対して年間数億円規模の支援を行う事例

も参考に、IPホルダーや eスポーツチームの海外展開費用への金銭的支援を検討すべ

きである。また、既存の支援制度は申請手続きが複雑で、中小企業が活用しづらいた

め、手続きを簡素化し、本当に支援を必要とする企業に行き届くよう制度の実効性を高

める必要がある。 

⚫ 国が主体となって各分野のどこにどう投資していくのかを具体的にし、策定した政策の

効果を単年度及び３～５年の長期的な視点で検証する仕組みを導入すべきである。ゲー

ムは制作に時間が掛かるため、すぐに投資効果を見出しづらい。長期的な効果を検証す

ることにより、実態に即した効果的な投資判断や政策改善を継続的に行うことが可能と

なる。 

⚫ 昨年の議論を踏まえて振り返ると、ゲーム産業はあまり政策提言や支援のスイートスポ

ットにあたっていないように感じる。人材開発やインディゲーム、PRなど、即効性の

低い支援にとどまりがちであるため、オールジャパンという文脈よりも、領域を特定し

た支援を行わないと、効果が得られないという危機感を抱いている。 

 

２．論点２．国内投資の促進 

（論点２－１．コンテンツ制作の支援） 

⚫ AAAタイトル作品の開発費は１世代ごとに 1.5〜２倍程度増加し、現在は 100億〜200

億円が標準である。数本の失敗で会社の倒産リスクがあるような状況の中で、例えば税

制控除など、産業の底が抜けないようにするための制度設計を考えていく必要がある。 

（論点２－２．開発プラットフォームの強化） 

⚫ 顧客データを管理するサーバーをオンプレミスからクラウドに移行するとなった場合、

国産サービスを使うという選択肢はなかなか取れない現状がある。国産サービス基盤を

強化することによって、生み出したコンテンツを更にデジタルの世界に広げていく、そ

して国内における自立的な経済還流を生み出すというレバレッジの効いたグランドデザ

インを実現していく必要があると考える。 

 



（論点２－３．クリエイターの育成） 

⚫ ゲーム開発の長期化・投資額の増加に伴い、必然的に実績のあるクリエイターに依頼が

集中し、若手クリエイターにチャンスが回りづらい傾向がある。小さなチャンスであっ

ても、少しずつ若手に機会を与え、スタークリエイターを輩出できるような仕組み作り

に対する支援を求める。 

⚫ インディゲームのクリエイターは、ビジネスマインドを学ぶ機会の不足や、資金不足に

よる兼業開発、海外展開時の言語障壁などの課題を抱える。学び・資金・海外展開支援

を相互に関連付けて機会創出を含めた支援を提供することが重要である。 

⚫ ゲーム業界は人材が非常に重要であり、天才に依存しなければならない側面もある。だ

からこそ、他のコンテンツ分野と比べて、ゲーム業界におけるインディーズは、将来の

ヒット IPやクリエイターが生まれる土壌として、特に大きな価値と意味を持つ。 

⚫ エンタメ産業が社会に貢献していることを示し、クリエイターへの社会的認知を高める

には、叙勲制度等に働きかけることも一案としてあるのではないか。 

⚫ ゲーム・アニメ・漫画・音楽など、複数 IPにまたがる経験を持つグローバルなビジネ

ス人材は少ないため、戦略的な育成・経験の場を用意すべきである。 

⚫ 世界のゲーム産業クラスターには、モントリオールのような大手企業（Ubisoft 等）か

らのスピンアウト型と、スウェーデンのシュブデ（Skövde）のような大学を中心とした

インキュベーション型が存在する。いずれも企業とインディー間で人材が流動し、横断

的なキャリア形成が一般的である。日本においても、こうした柔軟なキャリアパスを実

現するため、創業支援の強化及び働き方の多様性を担保する制度設計が必要である。 

 

 

３．論点３．海外展開の促進 

（論点３－２．国際的な流通網・ファンダムの強化） 

⚫ 事業領域の縦割りを排し、「オールエンタメ」の視点でプロモーションを展開すべきで

ある。例えば、ゲーム・アニメ・漫画・音楽といった日本の IPのみを集めた「ジャパ

ンオタクエキスポ」のようなイベントを年に一度開催すれば、IP軸で海外ファンへの

訴求力を高めることができるのではないか。 

⚫ 海外においては日本で何が売れているのかを求められることもあり、権威あるゲームの

アワードを創設・強化し、海外ファンに向けて戦略的に発信することで、日本ブランド

を確立し、セールスにつなげられる可能性がある。 

⚫ eスポーツにおいてもアワードを開催（継続）は重要。演出面などで海外に劣る面もあ

るが、スポーツ競技としての eスポーツの発展のためには、スターeスポーツ選手を生

み出し、ファンダムを形成するなどの魅力を打ち出すことが必要。 

⚫ 海外売上 20兆円の目標を達成するには、世界中のユーザーに楽しんでもらうために、

多言語展開やローカライズのための支援があると良い。ローカライズは、単に多言語化

だけでなく、「質」と「量」の最適化が必要である。「質」の面では、多面展開される

IPにおいて、統一した世界観での翻訳を行うことが重要である。「量」の面では、将

来のビジネス規模の拡大を見据えて、今の段階から、インドやアフリカといった振興国

市場に戦略的にコンテンツを流通させることが重要である。 

⚫ 日本にとどまらず、世界中の消費者は IPに対し、体験、所有、交流といった多様な欲

求を持っているため、グッズやイベントなど、クロスメディア展開でファンの欲求に応

えていくことで、産業の成長を爆発的に高めることができると考える。 

（論点３－３．海外支援拠点の強化） 

⚫ 中小のゲームパブリッシャーを筆頭に、産業全体で海外展開に必要なマーケティング手

法や成功事例等の情報が不足しているため、これらを共有する支援体制を整備すべきで

ある。 



⚫ 政府の支援制度等を活かし、海外の eスポーツ大会主催者や現地パートナーと連携した

り、海外展開に関する知見を日本のパブリッシャー間で共有したりするなどして、民間

企業による eスポーツ事業を具体化していきたい。 

 

４．論点５．外部性 

（論点５－１．関連産業への波及効果） 

⚫ ゲームエンジンや AIは、建設、自動車、教育といった他産業でも活用できるインフラ

となりつつある。これらの技術を基盤に、産業横断型のプロトタイプ開発に助成を行う

など、ゲームをはじめエンタメ業界と他産業との人材交流や連携を促進し、新たな産業

創出につなげていくべきである。 

⚫ eスポーツは、娯楽や競技としてだけではなく、教育や健康福祉、地域振興などの分野

でもニーズが大変高まっている。各カテゴリーにそれぞれ適した支援があれば、eスポ

ーツの社会的地位や教育的価値が向上し、ゲーム産業が爆発的に活性化されるのではな

いかと考える。 

 

以上 

 


